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事務事業名 職員研修費

予算科目

コード

担当部課 総務企画部　総務課

担　当 行政担当　人事係

事業の分類 既存事業

リーダー兼係長 福　田　光　久

何をどのような方法で実施します（実施しました）か？ どのような成果が現れます（現れました）か？

計

画

H23

事後

評価

職員の研修機会については、栃木県市町村振興協会、塩谷・那須南

ﾌﾞﾛｯｸ市町村職員研修連絡協議会主催の研修を中心に職階級ごと

に求められる法的知識や問題解決方法等を研修させてきました。しか

し、職員研修については、「スキルやテクニックの向上を図るため」の

研修と「組織力や人間力を高める」ための研修があると考えられます

ので、今後は「職員一人ひとりに着目した能力開発」の視点を持ち、

法制執務研修などの個々の意欲や能力、また自発性やチャレンジ精

神を引き出すための職員研修や職場環境改善繋がるような研修の充

実を図っていきたいと考えています。

若手職員に対し、法制執務研修を行うことで、自治体職員として求められる法務

能力を向上させることで、自ら問題を発見し、解決策を考え、条例制定や予算措

置など通じて、住民が求めているものを住民の立場から考えられ、その上で、住

民生活向上のため自ら何をすべきか的確に判断し、実行できる能力を身に付け

られます。

また管理職には、自身が率先して自己啓発に努めることで、職場の意識改革の

先頭に立って組織の活性化を図ることや人材育成、また所属職員の能力を十分

に発揮できるような職場環境改善の向上に繋がります。

H25

事前

評価

引き続き、県振興協会、ﾌﾞﾛｯｸ研修による職階級ごとに求められる研

修を継続して研修させていきますが、若手職員に対する職務遂行上

基本的に必要な知識や技術を習得させるための研修や若手自身が

考える研修のバックアップを積極的に行うとともに、職場環境の改善

に繋がるような研修を行っていきます。

実

績

指　標 目　標　値 達　成　値 特　記　事　項

金　額 積　算　根　拠 細　節

研修参加率（職務命令を発したもの

に限る）

１００％

金　額 特　記　事　項細　節

消耗品費 30

特別旅費 393

研修宿泊　20日×12,000円

研修旅費　市町村アカデミー　＠10,460円×5講座

自主研修旅費　100,000円

自治検基本法務ﾃｷｽﾄ代　3,000円×10冊

負担金 606

栃木県市町村振興協会負担金　117,000円

塩谷・南那須ﾌﾞﾛｯｸ市町村職員研修協議会負担金　339,000円

各種研修参加負担金　150,000円

委託料 784

法制執務研修「主事、主任主事対象」　300,000円

自治体法務検定　5,250円×35人　184,000円

生活体験入隊（自衛隊）：2年目職員対象　50,000円

職場環境改善に関する研修（ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ、ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研修）

250,000円

補正予算額

1,813 0

計　画　　　　　【千円】 実　績　　　　　　　【千円】 特　記　事　項

予

　

算

当初予算額 1,813

流用額

決　算 決算額

予算現額

計 0

県支出金

受益者負担金

財

　

源

国庫支出金

地方債

差引（一般財源） 1,813

その他の特定財源


